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 いわき常磐もの魅力体験事業業務公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 事業の目的 

福島再生加速化交付金（福島定住等緊急支援【地域魅力向上・発信支援事業】）を活用し、 

「常磐もの」の主力商圏である首都圏において、「常磐もの」の美味しさ等をＰＲするととも 

に、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出の影響を最小限に抑えるための取組みを実施するもの。 

 

【参考】地域情報発信交付金とは 

福島再生加速化交付金のうち、福島定住等緊急支援の一つとして令和３年度から創設された交

付金で、地域の魅力を発信するイベント等や各自治体が企画・実施する風評払拭に向けた取組み

を支援するもの。 

 福島県及び県内全市町村が対象で、実施期間は令和７年度までを予定。 

 

 

２ プロポーザル方式の採用理由及び導入効果 

本事業の業務委託の実施にあたり、民間事業者の持つ専門的知見やこれまでの業務経験を活か 

した企画提案をプロポーザル方式により広く求めることで、本事業の実施目的をより効率的・効 

果的に達成するための業務委託先を選定するため。 

 

 

３ 委託業務概要 

（１）業務名称 
いわき常磐もの魅力体験事業業務 

（市予算名：常磐ものブランド力強化発信事業） 

（２）業務内容 別紙「いわき常磐もの魅力体験事業業務委託仕様書」による 

（３）委託期間 契約締結日から令和８年３月 31 日まで 

（４）提案上限額 20,000 千円（消費税及び地方消費税含む） 

（５）選定方法 公募型プロポーザル方式 

 

 

４ 参加資格要件 

本業務のプロポーザル参加者は、次に掲げる条件をすべて満たすものとする。 

 ① 仕様書に定める業務について、十分な業務遂行能力を有し、適切な執行体制を有すること。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定のいずれにも該当しないも 

のであること。 

③ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項の規定により、競争入札へ 

の参加を排除されていない者であること。 
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 ④ 公募開始の日から契約締結日までの間のいずれの日においても、いわき市の指名停止を受け 

ていない者であること。 

⑤ 銀行取引停止処分を受けていない者であること。 

⑥ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てまたは民事再生法（平 

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

⑦ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団

体ではないこと。 

⑧ いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱（平成 22 年２月 22 日制定）第４条第１

項に規定する排除措置対象者に該当しないこと。 

⑨ 公租公課に未納がないこと。 

 

５ プロポーザルの日程 

実施内容 実施期間または期限 

（１）募集公告、市ホームページ掲載開始、 

質問受付開始 
令和７年５月２日（金） 

（２）参加申込受付開始 令和７年５月 14日（水） 

（３）質問受付期間 令和７年５月２日（金）～５月 19日（月） 

（４）質問最終回答 令和７年５月 21日（水）    

（５）参加表明書提出期限 令和７年５月 23日（金）     

（６）参加資格審査結果通知 令和７月５月 27日（火） 

（７）企画提案書提出期限 令和７年６月 20日（金） 

（８）プレゼンテーション審査 令和７年６月下旬 

（９）審査結果通知 令和７年６月下旬 

（10）契約締結 令和７年７月上旬 

※ 受付等は、土・日曜日・祝日は行わない。 

 

 

６ 参加表明書について 

⑴ 提出書類 

本プロポーザルへの参加を表明するにあたり、次の書類を提出すること。 

参
加
表
明
提
出 

様式１：参加表明書 

様式２：会社概要書 

様式３：会社業務実績表 
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様式４：同意書 

様式５：配置予定職員・技術者調書 

添
付
書
類 

添付１：商業登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

添付２：財務諸表（賃借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書） 

添付３：国税の納税証明書 

添付４：いわき市税の納税証明書（市内に事業所等がある場合のみ） 

※ 財務諸表については、直近のものであること。 

※ 納税証明書については、３か月以内に発行されたものであること。 

※ 令和７年度いわき市入札参加有資格者名簿に登録されている者は、様式４及び添付１から 

添付４を省略することができる。 

※ 共同企業体による参加の場合には、次の点について留意すること。 

・ 共同企業体を構成する全員が、実施要領に示す参加資格要件を満たすこと。（共同企業体 

の各構成員は、本プロポーザルに参加する単体企業又は他の共同企業体の構成員になるこ 

とはできない。） 

・ 共同企業体を構成する全員が、実施要領に示す提出書類を提出すること。（「様式１：参加 

表明書」を除く。） 

・ 代表となる事業者は、「様式１－２：参加表明書（共同企業体）」及び「共同企業体協定書 

の写し（任意様式）」を提出すること。 

※ 必要書類の提出後に記載事項と添付書類に相違があり、参加資格を有していないことが判 

明した場合には、参加資格を無効とする。 

 

⑵ 提出書類の配布方法 

参加表明書等の様式は、市公式ホームページ（「トップページ」－「産業・ビジネス」－「入

札・契約」－「業務委託等の公募及び選定結果等」－「いわき常磐もの魅力体験業務委託に係る

公募型プロポーザルの実施について」）からダウンロードしてください。 

 

⑶ 提出方法及び提出部数 

提出書類は押印の上、持参、郵送（提出期限内に必着とし、配達完了が確認できる書類郵便等 

に限る。）又は宅急便による提出とする。 

提出部数は正本が１部、写し５部（写しについては、添付１～４を除く）とする。 

本プロポーザルを辞退する場合には、辞退届（様式９）に押印の上、持参、郵送又は宅急便に 

て提出することとし、その旨を電話により報告するものとする。なお、参加表明書提出後に辞退 

届を提出せずに辞退した場合で、いわき市入札参加有資格者の場合は、指名停止の措置を行う 

場合がある。 

※ 共同企業体による参加を辞退する場合、代表事業者は、「様式９－２：辞退届（共同企業体）」 

を提出すること。 
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⑷ 提出期限 

令和７年５月 23日（金）必着 

※ 受付時間は土・日曜日・祝日を除く、午前９時から午後５時までとする。 

 

⑸ 提出先 

「13 問い合わせ先」のとおり。 

 

⑹ 審査結果の通知 

本プロポーザルの参加希望者から提出された書類について、担当課で参加資格の審査を行い、 

結果を全ての参加希望者に対し、電子メールで送付した後、書面により通知する。 

企画提案書については本実施要領の内容をよく確認のうえ、作成すること。 

 

７ 企画提案書について 

⑴ 提出書類 

参加資格審査を通過した者のみが、企画提案書を提出することができるものとし、企画提案 

書については、次の書類を提出すること。 

企
画
提
案
書 

様式６：企画提案書 

様式７：見積書 

添付５：実施方針、業務フロー、工程表、企画提案テーマ説明資料 

※ 添付資料の様式は、任意とする。 

※ 企画提案テーマ説明資料は、Ａ４版でテーマ毎に作成し、プレゼンテーションの実施時間 

を踏まえた必要最低限の頁数とすること。 

※ 注意 

審査の公平性を保つ観点から、説明資料等において提案者の名称が特定できるような表現、 

情報（社名・ロゴ等）は使用しない。 

 

⑵ 提出方法及び提出部数 

提出書類は押印の上、提出書類を含み、持参、郵送（提出期限内に必着とし、配達完了が確認 

できる書留郵便等に限る。）又は宅急便による提出とする。 

提出部数は正本が１部、写し 10 部とする。 

本プロポーザルを辞退する場合には、辞退届（様式９）に押印の上、持参、郵送又は宅急便で 

提出することとし、その旨を電話により報告するものとする。 

※ 共同企業体による参加を辞退する場合、代表事業者は、「様式９－２：辞退届（共同企業体）」 

を提出すること。 

 

⑶ 提出期限 

令和７年６月 20日（金）必着 

※ 受付時間は土・日曜日・祝日を除く、午前９時から午後５時までとする。 
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⑷ 提出先 

「13 問い合わせ先」のとおり。 

 

８ 質問書の提出及び回答 

  本プロポーザルに関する質問は質問書（様式８）を使用し、令和７年５月 19 日（月）午後５時

00 分までに問い合わせ先まで持参、電子メール又はＦＡＸにて提出することとする。 

（電子メール又はＦＡＸの場合は、必ず電話にて受理確認を行うこと。） 

  質問の内容及び回答は、本市ホームページで随時公表する。その際には、質問者名は公表しな

い。 

   なお、受付期間以外の質問については、いかなる理由があっても回答しないものとし、また、質

問の内容が本プロポーザルによる契約候補者選定に公平を保つことができないと判断した場合に

は、質問には回答しない。 

 

９ 企画提案の審査・選定 

  ⑴ 審査委員会の設置 

    企画提案書等の審査及び評価は、本市が設置する、いわき常磐もの魅力体験事業業務公募型

プロポーザル審査委員会（以下、「審査委員会」という。）において、実施するものとする。 

 

⑵ 審査の観点 

    各提案者から提出された企画提案書等を審査基準に基づき審査し、総合的な評価が最も高い

提案者を「最優秀提案者（契約候補者）」として選定し、次いで評価の高い提案者を「次点」と

して選定する。 

    また、評価点の合計が同点の場合は、審査委員会の多数決により選定する。 

    なお、提案者が１者の場合であっても当該審査は実施することとし、審査における最低点(提

案内容評価点の６割)以上の評価点を得た場合、その提案者を契約候補者として選定する。 

 

  ⑶ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

    企画提案書を提出した者を対象にプレゼンテーション及びヒアリングを実施する。 

詳細は後日、各提案者へ連絡する。 

 ① 開催予定日 

   令和７年６月 26日（木）、27 日（金）（予定）※詳細は別途通知予定 

 ② 審査体制 

   審査は、審査委員会が行う。 

 ③ プレゼンテーションへの参加者 

本業務を担当予定の管理技術者は、必ず参加するものとする。 

④ 実施方法   

  ア プレゼンテーションは、企画提案書の説明と表現を補足するための追加説明とし、その

後、審査委員会の委員によるヒアリング（質疑応答）を実施する。 

  イ 実施時間は、１事業者につき 50 分程度とし、説明時間を 30 分程度、ヒアリング（質疑

応答）を 20 分程度とする。 

    なお、実施時間については変更する場合があるが、その際は各提案者へ連絡する。 
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  ウ プレゼンテーションの内容は、事前に提出した提案書に基づくものとし、新たな内容の

資料提示は認めない。 

  エ 説明時に、提案者の名称が特定できるような表現及び対応はしないこと。 

 

⑷ 審査項目及び基準 

  審査項目及び審査基準は次のとおりとする。 

① 企画提案の内容 

〇 カジュアルレストランでのプロモーション 

・ 「いわき常磐もの」の魅力や安全性を丁寧に伝えられる店舗を選定しているか。 

・ オリジナル料理の提供内容は「いわき常磐もの」の美味しさ等が広く認知されるものと 

なっているか。 

・ 仕様内容を達成できる業務フローとなっているか。 

・ 当該プロモーションのＰＲ方法は効果的なものとなっているか。 

・ 常時オリジナル料理を提供できるような仕入れ等の計画となっているか。 

・ 話題性や認知度向上につながるようなオリジナルグッズ等の作成及び配布方法となっ 

ているか。 

・ 「いわき常磐もの」だけではなく、いわき産の食材（いわき野菜、Iwaki Laiki 等）の 

美味しさ等も広く認知されるような提供内容となっているか。  

・  オープニングセレモニーを開催する場合、多くのメディアが参加するような話題性の 

高いセレモニーとなっているか。 

〇 高級レストランでのプロモーション 

・ ブランド力の向上に繋がる都内の高級レストランであると共に、「いわき常磐もの」の 

魅力や安全性を丁寧に伝えられる店舗を選定しているか。 

・ オリジナル料理の提供内容は「いわき常磐もの」のうち、「いわき市内の漁港で水揚げ 

された魚介類」の美味しさ等が広く認知されるものとなっているか。 

・ 仕様内容を達成できる業務フローとなっているか。 

・ 当該プロモーションのＰＲ方法は効果的なものとなっているか。 

・  常時オリジナル料理を提供できるような仕入れ等の計画となっているか。 

・ 話題性や認知度向上につながるようなオリジナルグッズ等の作成及び配布方法となっ 

ているか。 

・ 「いわき常磐もの」だけではなく、いわき産の食材（いわき野菜、Iwaki Laiki 等）の 

美味しさ等も広く認知されるような提供内容となっているか。 

・ オープニングセレモニーを開催する場合、多くのメディアが参加するような話題性の 

高いオープニングセレモニーとなっているか。 

   〇 バイヤー招聘試食商談会の開催 

・ 開催場所は継続的な取引や商談成立に繋がるより効果的な成果を挙げられる場所を選 

定しているか。 

・ 新たな販路の開拓及び定着につなげるようなバイヤーを招聘できるか。 

・ 仕様内容を達成できる業務フローとなっているか。 

・ 商談の成功率を高められるよう出展事業者の情報を記載した営業資料の作成アドバイ 

スを行う等、効果的な営業活動に繋げるサポートを行える人員体制となっているか。 
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〇 首都圏のスーパーマーケット等でのフェア開催 

・ 販路の拡大及び定着に繋げられるより効果的なスーパーマーケット等でフェアを開催 

できるか。 

・  既に「常磐ものフェア」を実施したことのあるスーパーマーケット等で当該フェアを 

開催する場合は、経験実績を基にさらに高い成果を挙げられる提案内容となっているか。  

・ 仕様内容を達成できる業務フローとなっているか。 

・ 「いわき常磐もの」の鮮魚に加え、高い技術を誇る加工品を豊富に取り揃えるほか、１ 

つの魚種を様々に加工して商品種類を増やす等、バリエーション豊かな売り場作りがで 

きるか。 

・ スーパーマーケット等を利用する世代に、効果的にアプローチするための情報発信方法 

となっているか。 

   〇 事業分析及び次年度施策の企画提案 

・ 本事業により得られた各種データを活用した効果検証や今後の改善策の提案を含めた 

報告を行うことができるか。 

〇 独自提案事項について  

・ 事業目的及び「いわき常磐もの」の現状を正しく理解し、提案者の実績や経験、知識を 

生かした具体的な提案であるか。  

・ 消費者及びバイヤーに直接的に訴求し、今後の継続的な購買や取引に繋がる効果的な 

提案内容であるか。 

② 会社の運営基盤・信頼度 

・ 会社の運営基盤（財政、人材）がしっかりしており、適切な運営がなされているか。 

・ 委託先として選定するにあたり、事業実施の確実性、信頼度は高いか。 

③ 業務実施体制 

・ 業務を円滑に実施するための組織体制が整っているか。 

・ 計画的かつ確実に実施できるスケジュールとなっているか。 

④ 事業費 

・ 事業の積算に係る単価や経費が妥当なもので、提案内容と整合がとれているか。 

 

⑸ 結果通知 

本プロポーザルの審査結果は、令和７年６月下旬に全ての提案者に対し電子メールで送付し

た後、書面により通知する。また、本市のホームページにて「最優秀提案者（契約候補者）」と

「次点」について評価点とともに公表する。 

 

10 契約の締結 

   契約の締結にあたっては、次により行うこととする。 

 ⑴ 契約の締結方法 

     本市と本市が選定した最優秀提案者（契約候補者）との間で、提出された企画提案書の記載

事項を踏まえた協議を行い、協議が整った場合に、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２

号の規定に基づく随意契約により、本業務の委託契約を締結する。（この協議によっては、提
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出された企画提案書の内容等について一部変更する場合がある。） 

     また、最優秀提案者（契約候補者）と協議が整わない場合にあっては、次点と協議のうえ、

契約を締結する。 

     なお、最優秀提案者及び次点の決定から契約締結までの間に、地方自治法施行令第 167 条の

４第２項に基づいて本市が一般競争入札に参加させないことと同等以上の処分を受けた場合又

は「４ 参加資格要件」に合致しないこととなった場合には、契約を締結しないこととする。 

   

⑵ 契約書の作成 

    契約書は、受託者が２部作成し、本市及び受託者の双方が各１部を保有する。契約金額は、消

費税及び地方消費税を内書で記載するものとする。 

    なお、契約書の作成に要する費用は、全て受託者の負担とし、契約変更についても同様とす

る。 

 

11 情報公開及び提供 

   いわき市情報公開条例（以下、「公開条例」という。）に基づき、行政情報の開示を請求するこ

とを市民の権利として保障するとともに、市政運営の公開性の向上を図り、もって市の機関の諸

活動を市民に説明する責務が全うされるようにすること及び市民の的確な理解と批判の下にある

公正で民主的な市政の推進に資することを目的として市政情報を公開していることから、本プロ

ポーザル実施に関する情報について、情報公開及び情報提供するものとする。 

ただし、個人に関する情報や当該法人等又は個人の事業の運営を不当に害すると認められるも

のなど公開条例第７条第１項各号に該当する場合は、開示しない。その他、情報開示にあたって

は、公開条例に従って行うものとする。 

 

12 留意事項 

  ⑴ 企画提案にあっては、本実施要領及び仕様書を遵守すること。 

  ⑵ 一提案者につき一提案とし、複数提案は禁止とする。 

  ⑶ 企画提案に関する提出書類の変更、差替え、または再提出は認めない。 

  ⑷ 企画提案に係る一切の費用については、全て提案者の負担とする。 

  ⑸ 企画提案で使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるも

のとする。 

  ⑹ 提出された企画提案書等の返却は行わない。 

  ⑺ 次のいずれかに該当する場合は、無効とする。 

   ① 本要領に示す参加資格要件から外れた者が行った企画提案 

   ② 本要領等の記載内容に従わない企画提案 

   ③ 定められた日時及び場所に提出されなかった企画提案 

   ④ 記載すべき事項の全部または一部が記載されていない企画提案 

   ⑤ 虚偽の記載をした企画提案 

  ⑻ 企画提案に関する提出書類の著作権等の取扱いについて、提出書類に含まれる著作物の著作

権は提案者に帰属する。ただし、選定結果の公表等において、本市が本業務に関して必要と認

めるものについては、企画提案書の全部または一部を無償で使用できるものとする。 

  ⑼ 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標特権の日本国及び日本国以外の国の
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法令等に基づき保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任

の一切は提案者が負うものとする。 

  ⑽ 企画提案に関し、本市が提示する書類及び提示する資料は、本企画提案における提案目的以

外の使用、複製、転載を禁止する。 

 ⑾ 提案者が不適切な行動をとった場合及びその疑いが生じた等の場合において、公正に公募型

プロポーザルを執行できないと認められるとき、またはその恐れがある場合は、本市は当該提

案者を企画提案に参加させず、または公募型プロポーザルの執行を延期し、若しくは取りやめ

ることがある。また、後日、一連の企画提案手続きにおいて不正な行為が行われていたことが判

明した場合は、当該事業者との契約を解除することがある。 

    なお、不正行為等により、本市に何らかの損害を発生させた場合には、損害賠償請求を行う

こともある。 

  ⑿ 今後の社会情勢や財政事情の変化、総合計画等に基づく政策変更、その他不可抗力等により、

市は事業計画及びスケジュールを変更又は中止する場合がある。このため、選考の過程におい

て前述の事態に至った場合、市は提案者に対して一切の責任を負わないものとする。 

 ⒀ 本市市勢の動向、及び基礎数字等は、市公式ホームページ等を参照すること。 

  ⒁ 本要領に定めのない事項及び本要領に疑義が生じた場合は、協議により定める。 

 

13 問い合わせ先 

   〒970-8686 いわき市平字梅本 21番地 

いわき市農林水産部水産振興課 

電話 0246－22－7487  ＦＡＸ 0246－35－0777 

電子メールアドレス suisanshinko@city.iwaki.lg.jp 

※ 郵送の場合には、配達完了が確認できる書留郵便等に限る。 

※ 電子メール又はＦＡＸの場合には、必ず電話にて受理確認を行うこと。 

※ 受付時間は、土・日曜日、祝日を除く、午前９時から午後５時までとする。 


